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要旨 
目的： DPC データを利用し、入院医療の評価として、医療の質や効率性から分析を行う。 
方法： 全国規模に収集された DPC データによる分析を行う。 
結果・考察：  

1) 【薬剤供給停止の影響】2019 年のセファゾリン(CEZ)供給停止が注射抗菌薬選択とコストに対

する影響を、コントロールを置いた分割時系列解析を用いて分析した。不足病院における CEZ
の使用割合は 23.5%から 11.1%に減少し、CEZ は主にセフトリアキソン、セフメタゾール、ア

ンピシリンスルバクタムに置き換わっていた。分割時系列解析では対照群に比べ、CEZ が不足

した病院ではより広域のβ-ラクタム薬とクリンダマイシンの使用が増加した。対照群に比べ、

不足した病院では患者日あたりの注射抗菌薬のコストに有意な変化は認められなかった。 
2) 【診療報酬改定の影響】2018 年の待機的 PCI の診療報酬改定が本邦における待機的 PCI 施行

症例数に与えた影響について DPC データを用いて分割時系列デザインにより分析した。2018
年の診療報酬改定後は、1 か月あたりの待機的 PCI 施行件数のトレンドの減少が認められた（-
106.3、95％信頼区間；-155.8～-56.8 件/月） 

3) 【COVID-19 流行期の集中治療】集中治療に関して、新型コロナ患者を多く受け入れた病院ほ

ど、新型コロナ以外の集中治療患者の減少が多い傾向が見られた。新型コロナ以外の集中治療

患者のリスク調整死亡率について、新型コロナ流行に伴う上昇は認められず、集中治療の医療

の質は維持されたことが示唆された。 
4) 【誤嚥性肺炎の予後】入院早期に退院調整を開始するためには、誤嚥性肺炎患者の退院先を正

確に予測することが重要である。高齢者施設から入院した症例における自宅もしくは高齢者施

設への退院を予測するモデル、自宅から入院した症例における自宅退院を予測するモデルの 2
種類のマルチレベルロジスティック回帰モデルを開発し検証した。高齢者施設から入院した症

例の自宅／施設退院予測モデル、自宅から入院した症例の自宅退院予測モデルの C 統計量は、

それぞれ 0.67、0.71 だった。 
5) 【病院の QI】DPC データベースを用いた医療の質指標の算出を病院ごとに行い、全国で

の病院間比較を実施した。 
結語：全国規模の DPC データを用い、特に診療報酬や感染症の流行など、外部の変化による影響を

含め、さまざまな視点から医療の質や効率性に関連する入院医療の評価に資する分析を行った。 



Ａ．目的 

 DPC データを利用し、入院医療の評価として、

医療の質や効率性から分析を行う。 
 
Ｂ．対象・方法 

全国規模の DPC データを用いて、下記 1)~5)の
テーマについて分析・検討を行った。 
 
1) 【薬剤供給停止の影響】 

 
2018 年末に日医工（セファゾリンのシェアの約

60％を占める）において製造停止等が重なり、セ

ファゾリンの生産に支障が発生した。2019 年 2 月

に日医工から供給停止の案内があり、2019 年 3 月

から 11 月まで供給停止は続いた。セファゾリン供

給停止の影響について小規模な研究や販売データ

を用いた研究はあるものの、大規模な病院データ

で抗菌薬の使用状況やコストについて調べた研究

は少ない。また供給停止の影響は病院の日医工の

セファゾリンの採用状況により異なった可能性が

あるが、病院を供給低下の影響を受けたかによっ

て分類し調査した研究も少ない。日本の DPC デー

タベースを用いて、病院を供給停止の影響を受け

た病院とそうでない病院に分類し、セファゾリン

供給停止の入院症例における注射抗菌薬の使用パ

ターンとコストに対する影響を調べた。供給停止

前の日医工のセファゾリンが占める割合と供給停

止期間中のセファゾリン使用の変化の関連につい

ても検討した。 
2016 年 4 月から 2020 年 12 月の DPC データ

ベースの全入院症例を対象とした。供給停止期間

中のセファゾリンの使用量が前年同月比で統計的

に有意に減少した病院を「セファゾリン不足病院」、

それ以外の病院を「セファゾリン不足なし病院」

と定義した。供給停止期間中と前年同月の 2 つの

病院群で使用されたすべての注射抗菌薬の使用量

の合計に対する各注射抗菌薬の占める割合を記述

した。セファゾリン供給停止が、セファゾリン供

給不足病院の患者 1 日あたりの各抗菌薬使用量と

注射抗菌薬のコストに与える影響を、セファゾリ

ン不足なし病院と比較して推定するために、対照

群を置いた分割時系列解析を行った。 
 
2) 【診療報酬改定の影響】 

 
 2018 年度の診療報酬改定で、安定狭心症に対す

る待機的な PCI に関して、機能的な虚血の確認を

求める算定要件が新設された。2018 年 4 月の診療

報酬改定では、以下の 3 つの新基準を採用して、

適切な待機的 PCI の実施を促進した。1）90％以

上の狭窄を有する病変、2）安定狭心症の症状の原

因となりうる狭窄病変（他に有意な狭窄病変が認

められない場合に限る）、3）機能的虚血の原因と

して確認された狭窄病変。この診療報酬改定は、

これらの 3 つの償還条件を満たすような適切な待

機的 PCI 施行を誘導することによって、不適切な

適応の可能性のある待機的 PCI手技を減らすこと

を意図したものである。 
現在までに、待機的 PCI に対する政策介入が、

不適切な適応の可能性のある待機的 PCI手技の削

減につながったという報告は北米からの報告のみ

である。本邦においては 2018 年の診療報酬改定

が適切な待機的 PCIと診療報酬算定を結び付けた

初めての政策介入であった。本邦では、この待機

的 PCIに対する日本の診療報酬改定による政策介

入の結果を評価する実証的な研究は報告されてい

ない。 
本研究では、本邦における待機的 PCI の診療報

酬に対する政策介入の導入が、安定狭心症に対す

る待機的 PCIの施行件数の変化と関連しているか

どうかを評価することを目的とした。 
調査期間は 2014 年 4 月 1 日から 2020 年 3 月

31 日までとし、調査期間中に DPC データを継続

的に提供している病院の全入院患者を対象とした。

PCI 施行例の特定には，厚生労働省の医科診療報

酬点数表コードを用いた。本研究では 18 歳未満の



患者は除外とした。 
 診療報改訂前と改定後の一か月あたりの待機

的 PCI 施行件数の推移を調べるために、対照群を

加えた分割時系列（interrupted time series; ITS）
分析を用いた。対照群を加えた ITS 分析は、曝露

群と対照群の間で、介入の前後における縦断的な

変化を比較するものである。対照群を加えた ITS
分析は、2 つのコントロール（介入グループとコン

トロールグループのベースライントレンド）を持

ち、グループ内比較とグループ間比較の両方が可

能な、準実験的デザインである。本研究では、調査

期間中に緊急 PCIに対する政策介入や診療報酬改

定が行われなかったことから、急性冠症候群に対

する緊急 PCI 症例を対照群とした。 
 
3) 【COVID-19 流行期の集中治療】 

 
COVID-19 でない患者に対する集中治療の質を

維持することは、COVID-19 パンデミックによる

影響に対処することの重要な要素である。本研究

は、集中治療が必要な COVID-19 でない患者の質

と治療の質に対する、COVID-19 の流行の影響を

明らかにすることを目的とした。 
QIP の DPC データを用いて、集中治療室への

入室の数が過去の年と比較し、集中治療の量に関

して解析した。また、COVID-19 でない患者の院

内標準化死亡比を、日本における COVID-19 の波

ごとに計算し、集中治療の質の変化を解析した。 
 
4) 【誤嚥性肺炎の予後】 

 
退院調整は入院患者の安全かつ適時の退院を促

進し、医療資源利用の削減や再入院の減少に寄与

する。誤嚥性肺炎の入院患者の約 1/2 が高齢者施

設に退院し、約 1/3 が入院前と異なる場所に退院

したという報告がある。入院前と異なる場所に退

院する患者にはさらなる退院調整が必要である。

退院調整において、誤嚥性肺炎患者の退院先を正

確に予測することが重要である。手術患者や脳卒

中患者における自宅退院予測モデルは開発されて

いるが、誤嚥性肺炎患者においては未だ開発され

ていない。そこで本研究の目的は、誤嚥性肺炎で

入院した高齢患者の入院早期の特性を用い、入院

前に居住していた高齢者施設または自宅への退院

を予測するモデルの開発と検証を行うこととした。 
DPC 調査研究班データを用い 65 歳以上で、

2020 年 4 月から 2021 年 3 月の期間に入退院し、

主傷病と入院契機傷病に誤嚥性肺炎と入力され、

入院経路が高齢者施設または自宅の症例を解析対

象として抽出した。データ欠損があった症例は除

外した。入退院した病院が近畿地方より東に位置

する症例を開発コホート、中国地方より西に位置

する症例を検証コホートとした。高齢者施設から

入院した症例における自宅または高齢者施設への

退院を予測するモデル、自宅から入院した症例に

おける自宅退院を予測するモデルの 2 種類のマル

チレベルロジスティック回帰モデルを開発した。

ブートストラップ法を用いた内的妥当性の検証、

検証コホートを用いた外的妥当性の検証を行った。

臨床現場で利用しやすくするためノモグラムを作

成した。 
 
5) 【病院の QI】 

 
 厚生労働省指定研究班伏見班の DPC データ

のうち、2020 年 4 月から 2021 年 3 月(2020 年

度)の症例のデータについて、プロセス指標（一

部ストラクチャー、アウトカム指標）につき、病

院毎の指標値を算出した（1007 病院データ）。 
 定義表については、別途最新に改訂したも

のを公表している（京都大学医療経済学分野 

ＱＩＰ  医療の質測定  定義書 http://med-
econ.umin.ac.jp/QIP/QI/） 
 
Ｃ．結果 

 



1) 【薬剤供給停止の影響】 

セファゾリン不足病院では，選択したすべて

の抗菌薬の合計に対する CEZ 使用の割合が減

少した（23.5→11.1％）．セファゾリン使用の減

少は、主にセフトリアキソン、セフトリアキソ

ン、アンピシリンスルバクタムの使用により代

替された。分割時系列解析では、供給停止期間

中に、より広いスペクトラムのβ-ラクタム薬と

クリンダマイシンの使用が統計的に有意に増

加した（フロモキセフ 58.1％、セフォチアム

63.1％、セフメタゾール 14.5％、セフトリアキ

ソン 13.9％、クリンダマイシン 20.1％）。また

患者1日あたりのすべての注射抗菌薬のコスト

に統計的な有意差は見られなかった。（図表 1） 
 
2) 【診療報酬改定の影響】 

 
緊急の PCI 施行件数を対照群とした ITS 解析

では、診療報酬改定後のレベルには大きな変化は

なく、月ごとに 106.3 件（95％信頼区間：-155.8
～-56.8 件/月）の待機的 PCI 症例の傾向に減少が

見られた。（図表 2） 
研究調査期間中、総計 71,202 件（12.5%）の PCI

施行前検査が行われた。そのうち、診療報酬改定

前に 50,870 例（13.0%）、診療報酬改定後に 20.332
例（11.2%）が術前評価の検査を受けていた。術前

検査のうち、44,360 件の運動負荷心電図、7,347 件

の FFR、20,246 件の核医学検査が確認された。待

機的 PCI を受けた患者では、調査期間内で運動負

荷心電図と核医学検査の評価を選択された症例が

相対的に減少し、FFR 使用を選択された症例が相

対的に増加していた。 
待機的 PCI症例の院内死亡率と診療報酬改定前

後の関係を検討した。診療報酬改定前は 2,999 人

の院内死亡、診療報酬改定後は 1,496 人の院内死

亡が確認された。院内死亡率を診療報酬改定前後

の 2 つの期間で比較すると、変化は認められなか

った。(Trend change; 0.5% (95%信頼区間; -0.6 ～ 

1.6%), P=0.37, Level change; -13.5% (95%信頼区

間; -27.1 ～ 2.6%), P=0.10) 
 
3) 【COVID-19 流行期の集中治療】 

 
 COVID-19 流行前に比べた、月ごとの COVID-
19 でない ICU 入室患者の減少のピークは、2020
年４月で 21%、2020 年８月に 8%、2021 年２月

で 9%、2021 年５月で 14%であり、おおむね

COVID-19 患者数に一致していた。（図表 3）初期

治療に体外膜型人工肺、人工呼吸器、非侵襲型陽

圧換気又はネーザルハイフロー療法、腎代替療法

を実施しているものの割合も比較したところ、人

工呼吸器が最も大きく、26%、15%、19%、19％で

あった。院内標準化死亡比の有意な変化は認めら

れず、第１波、第２波、第３波、第４波でそれぞ

れ、0.990 (95%不確定区間(UI), 0.962-1.019)、
0.979 (95%UI, 0.953-1.006)、  0.996 (95% UI, 
0.980-1.013)、0.989 (95% UI, 0.964-1.014) であ

った。 
 
4) 【誤嚥性肺炎の予後】 

 
開発コホートでは、高齢者施設から入院した

14,359 症例 (626 病院)、自宅から入院した 19,746
症例 (644 病院) のうち、それぞれ 7,071 (49.2%) 
症例が自宅または高齢者施設に退院し、10,760 
(54.5%) 症例が自宅に退院した。検証コホートで

は、高齢者施設から入院した 6,352 症例 (288 病

院) 、自宅から入院した 6,262 症例 (299 病院)が
含まれた。内的妥当性の検証では、高齢者施設か

ら入院した症例の自宅または施設退院予測モデル

と自宅から入院した症例の自宅退院予測モデルの

C 統計量はそれぞれ 0.67、0.71 だった。外的妥当

性の検証では、高齢者施設から入院した症例の自

宅または施設退院予測モデルの C 統計量 (95%信

頼区間) は 0.67 (0.65–0.68)、キャリブレーション

プロットから得た傾きと切片はそれぞれ 1.06、



0.17 だった。一方、自宅から入院した症例の自宅

退院予測モデルの C 統計量 (95%信頼区間) は
0.71 (0.70–0.73)、キャリブレーションプロットか

ら得た傾きと切片はそれぞれ 0.99、−0.03 だった。

（図表 4） 
 
5) 【病院の QI】 

 
厚生労働省指定研究班伏見班の DPC データ

を用いて算出した指標一覧  
詳細は別添 DVD にファイルとして収載 
 脳梗塞（TIA 含む）の診断で入院し、入院 2 日目までに抗血小板療法ある
いは一部の抗凝固療法を受けた症例の割合 
 脳梗塞（TIA 含む）の診断で入院し、入院中に未分画ヘパリンを投与され
なかった症例の割合 
 脳梗塞の診断で入院し、抗痙攣薬を投与しない割合 
 脳梗塞の診断で入院し、血栓溶解療法あるいは血栓除去治療を受けた症例
の割合 
 脳卒中症例に対する地域連携の実施割合 
 脳梗塞（TIA 含む）の診断で入院し、抗血小板薬を処方された症例 
 脳梗塞患者のスタチン処方割合 
 心房細動を合併する脳梗塞（TIA 含む）の診断で入院し、抗凝固薬を処方
された症例 
 心房細動を合併する脳梗塞（TIA 含む）の診断で入院し、抗凝固薬を処方
された症例（90 歳未満） 
 脳梗塞の診断で入院し、リハビリ治療を受けた症例の割合 
 脳梗塞の診断で入院し、入院後早期にリハビリ治療を受けた症例の割合 
 脳梗塞の診断で入院し、入院 2 日目あるいは 3 日目に初めてリハビリ治
療を受けた症例の割合 
 喘息入院患者における退院後 30 日間以内の同一施設再入院割合 
 院内肺炎症例の平均抗菌薬投与日数 
 院内肺炎症例の治癒軽快割合 
 肺血栓塞栓症リスク中以上の手術実施症例に対する予防策実施率（60 歳
以上） 
 肺血栓塞栓症リスク中以上の手術実施症例に対する予防策実施率（40～59
歳） 
 急性心筋梗塞患者におけるアスピリン投与割合 
 急性心筋梗塞患者におけるβブロッカー投与割合 
 急性心筋梗塞患者における ACE 阻害剤もしくはアンギオテンシンⅡ受容
体阻害剤の投与割合 
 心不全患者へのβブロッカー投与の割合 
 心不全患者への ACE 阻害剤もしくはアンギオテンシンⅡ受容体阻害剤投
与の割合 
 急性心筋梗塞患者における当日アスピリン投与割合 
 急性心筋梗塞患者における抗血小板薬投与割合 
 急性心筋梗塞患者におけるスタチン投与割合 
 急性心筋梗塞(再発性心筋梗塞含む)患者に対する心臓リハビリ実施割合 
 急性または慢性心不全患者に対する心臓リハビリ実施割合 
 急性胆嚢炎に対する入院 2 日以内の超音波検査実施割合 
 急性膵炎に対する 入院 2 日以内の CT 実施割合 
 小児虫垂炎入院症例で超音波検査の施行割合 
 胆管炎・急性胆嚢炎に対する入院 2 日以内の超音波検査実施割合 
 急性膵炎に対する 入院 2 日以内の造影 CT 実施割合 
 アスピリン内服患者の退院時酸分泌抑制薬（PPI/H2RA）処方率 
 大腿骨頸部骨折における早期リハビリ開始率 
 大腿骨頸部骨折の早期手術割合 
 大腿骨転子部骨折の早期手術割合 
 大腿骨頸部骨折症例に対する地域連携の実施割合 
 T1-2,N0M0 乳がん手術患者に対するセンチネルリンパ節生検率 
 糖尿病入院患者に対する栄養指導実施率 
 帝王切開術における全身麻酔以外の割合 
 帝王切開術のための入院期間中に輸血を受けた症例の割合 
 ハイリスク妊娠・分娩症例の割合 
 精神科入院症例のうち、向精神病薬の退院処方が単剤または 2 剤である割
合 
 精神科入院症例のうち、抗精神病薬の退院処方が単剤または 2 剤である割
合 
 精神科入院症例のうち、抗不安薬の退院処方が単剤または 2 剤である割合 
 精神科入院症例のうち、睡眠薬の退院処方が単剤または 2 剤である割合 
 精神科入院症例のうち、抗うつ薬の退院処方が単剤または 2 剤である割合 
 精神疾患で入院した症例における身体拘束割合（高齢者を除く） 
 精神疾患で入院した症例における身体拘束割合（高齢者を除く、GAF30 以
下） 

 精神疾患で入院した症例における身体拘束割合（高齢者を除く、GAF31 以
上） 
 75 歳以上の入院症例でトリアゾラムが処方された割合 
 75 歳以上の入院症例で長時間型ベンゾジアゼピン受容体作動薬が処方さ
れた割合 
 75 歳以上の入院症例でトリアゾラムまたは長時間型ベンゾジアゼピン受
容体作動薬が処方された割合 
 抗 MRSA 薬投与に対して、薬物血中濃度を測定された症例の割合 
 抗 MRSA 薬投与症例対して、細菌検査を実施された割合 
 血液培養検査において、同日に 2 セット以上の実施割合 
 市中肺炎症例に対し、尿中肺炎球菌抗原検査を受けた症例 
 市中肺炎症例に対し、入院当日から抗菌薬を投与された症例 
 市中肺炎症例に対する、注射抗菌薬開始時の抗緑膿菌薬投与割合 
 広域抗菌薬使用時の血液培養実施率 
 広域抗菌薬使用までの培養検査実施率 
 経口第 3 世代セフェム処方が経口抗菌薬全体に占める割合 
 経口カルバペネム処方数が経口抗菌薬全体に占める割合 
 外来における小児抗菌薬適正使用支援加算の全体数と実施割合 
 院内感染治療の耐性菌治療割合 
 関節置換術症例の院内感染治療の耐性菌治療割合 
 院内肺炎治療の耐性菌治療割合 
 周術期予防的抗菌薬のガイドライン順守率－頭蓋内血腫除去術 
 周術期抗菌薬の予防的な投与日数の平均値：胃全摘術（開腹/腹腔鏡下手術） 
 周術期抗菌薬の予防的な投与期間遵守率：胃全摘術（開腹/腹腔鏡下手術） 
 周術期予防的抗菌薬の薬剤種類遵守率：胃全摘術（開腹/腹腔鏡下手術） 
 周術期予防的抗菌薬の薬剤種類および投与期間遵守率：胃全摘術（開腹/腹
腔鏡下手術） 
 周術期抗菌薬の予防的な投与日数の平均値：乳房切除術 
 周術期抗菌薬の予防的な投与期間遵守率：乳房切除術 
 周術期予防的抗菌薬の薬剤種類遵守率：乳房切除術 
 周術期予防的抗菌薬の薬剤種類および投与期間遵守率：乳房切除術 
 周術期抗菌薬の予防的な投与日数の平均値：腹式子宮摘出術（開腹） 
 周術期抗菌薬の予防的な投与期間遵守率：腹式子宮摘出術（開腹） 
 周術期予防的抗菌薬の薬剤種類遵守率：腹式子宮摘出術（開腹） 
 周術期予防的抗菌薬の薬剤種類および投与期間遵守率：腹式子宮摘出術
（開腹） 
 周術期抗菌薬の予防的な投与日数の平均値：冠動脈バイパス手術 
 周術期抗菌薬の予防的な投与期間遵守率：冠動脈バイパス手術 
 周術期予防的抗菌薬の薬剤種類遵守率：冠動脈バイパス手術 
 周術期予防的抗菌薬の薬剤種類および投与期間遵守率：冠動脈バイパス手
術 
 周術期抗菌薬の予防的な投与日数の平均値：弁膜症手術（弁置換術、弁形
成術） 
 周術期抗菌薬の予防的な投与期間遵守率：弁膜症手術（弁置換術、弁形成
術） 
 周術期予防的抗菌薬の薬剤種類遵守率：弁膜症手術（弁置換術、弁形成術） 
 周術期予防的抗菌薬の薬剤種類および投与期間遵守率：弁膜症手術（弁置
換術、弁形成術） 
 周術期抗菌薬の予防的な投与日数の平均値：心臓デバイス挿入手技（ペー
スメーカーなど） 
 周術期抗菌薬の予防的な投与期間遵守率：心臓デバイス挿入手技（ペース
メーカーなど） 
 周術期予防的抗菌薬の薬剤種類遵守率：心臓デバイス挿入手技（ペースメ
ーカーなど） 
 周術期予防的抗菌薬の薬剤種類および投与期間遵守率：心臓デバイス挿入
手技（ペースメーカーなど） 
 周術期抗菌薬の予防的な投与日数の平均値：肺切除術（開胸） 
 周術期抗菌薬の予防的な投与期間遵守率：肺切除術（開胸） 
 周術期予防的抗菌薬の薬剤種類遵守率：肺切除術（開胸） 
 周術期予防的抗菌薬の薬剤種類および投与期間遵守率：肺切除術（開胸） 
 周術期抗菌薬の予防的な投与日数の平均値：鼠径部ヘルニア根治術（開腹、
メッシュ使用） 
 周術期抗菌薬の予防的な投与期間遵守率：鼠径部ヘルニア根治術（開腹、
メッシュ使用） 
 周術期予防的抗菌薬の薬剤種類遵守率：鼠径部ヘルニア根治術（開腹、メ
ッシュ使用） 
 周術期予防的抗菌薬の薬剤種類および投与期間遵守率：鼠径部ヘルニア根
治術（開腹、メッシュ使用） 
 周術期抗菌薬の予防的な投与日数の平均値：鼠径部ヘルニア根治術（開腹、
メッシュ非使用） 
 周術期抗菌薬の予防的な投与期間遵守率：鼠径部ヘルニア根治術（開腹、
メッシュ非使用） 
 周術期予防的抗菌薬の薬剤種類遵守率：鼠径部ヘルニア根治術（開腹、メ
ッシュ非使用） 
 周術期予防的抗菌薬の薬剤種類および投与期間遵守率：鼠径部ヘルニア根
治術（開腹、メッシュ非使用） 
 周術期抗菌薬の予防的な投与日数の平均値：人工関節置換術 
 周術期抗菌薬の予防的な投与期間遵守率：人工関節置換術 
 周術期予防的抗菌薬の薬剤種類遵守率：人工関節置換術 
 周術期予防的抗菌薬の薬剤種類および投与期間遵守率：人工関節置換術 
 周術期抗菌薬の予防的な投与日数の平均値：経尿道的前立腺切除術
（TURP） 
 周術期抗菌薬の予防的な投与期間遵守率：経尿道的前立腺切除術（TURP） 
 周術期予防的抗菌薬の薬剤種類遵守率：経尿道的前立腺切除術（TURP） 
 周術期予防的抗菌薬の薬剤種類および投与期間遵守率：経尿道的前立腺切
除術（TURP） 
 小児入院患者件数に対する、時間外または深夜入院の入院数および割合 



 悪性腫瘍症例に対する退院支援の割合 
 薬剤管理指導実施割合（実施患者数ベース） 
 糖尿病・慢性腎臓病を併存症に持つ患者への栄養管理実施割合 
 糖尿病・慢性腎臓病を併存症に持つ患者への早期栄養管理実施割合 
 退院後 6 週間以内の救急医療入院率（退院症例集計） 
 DPC 入院期間 II 以内の割合 
 DPC 入院期間 III 超えの割合 
 悪性腫瘍（４種）手術症例における大量輸血の割合２（食道がん・胃がん・
大腸がん・直腸がん） 
 誤嚥性肺炎症例に対する退院支援の割合 
 認知症を伴う症例に対する退院支援の割合 
 薬剤管理指導実施開始日 
 悪性腫瘍・誤嚥性肺炎・認知症の症例に対する退院支援の割合 
 外来インスリン治療症例への糖尿病透析予防指導実施割合 
 安全管理が必要な医薬品に対する服薬指導実施率 
 薬剤管理指導入院 3 日以内実施割合（実施患者数ベース） 
 7 日以内再入院のうち計画外入院割合（同一病院内） 
 全入院患者に対する薬剤総合評価調整加算の算定割合 
 退院後 7 日以内の予定外再入院割合 
 薬剤管理指導実施割合（実施患者数ベース）（病棟薬剤業務実施加算の有
る医療機関） 
 薬剤管理指導実施割合（実施患者数ベース）（病棟薬剤業務実施加算の無
い医療機関） 
 療養病棟入院中の抗不安薬・睡眠薬処方割合（高齢者） 
 療養病棟入院中のベンゾジアゼピン系抗不安薬・睡眠薬処方割合（高齢者） 
 退院後 30 日以内の予定外再入院割合 
 シスプラチンを含むがん薬物療法後の急性期予防的制吐剤の投与 
 ストレプトゾシンを含むがん薬物療法後の急性期予防的制吐剤の投与 
 ダカルバジンを含むがん薬物療法後の急性期予防的制吐剤の投与 
 AC（ドキソルビシン、シクロホスファミド）療法後の急性期予防的制吐剤
の投与 
 EC（エピルビシン、シクロホスファミド）療法後の急性期予防的制吐剤の
投与 
 集中治療を要する重症患者に対する早期栄養介入 
Ｄ．考察 

 
1) 【薬剤供給停止の影響】 

 
今回の結果から、多くの病院がセファゾリンの

供給停止による影響を受け、不足病院ではより広

いスペクトラムのβラクタム薬やアンピシリンス

ルバクタムの使用が増加したことがわかった。供

給停止中に代替薬は感染症治療や周術期予防抗菌

薬として使われたと考えられる。第 2、3 世代セフ

ァロスポリンは CDI や ESBL （ extended-
spectrum β-lactamase）産生菌のリスクにつな

がり、 AWaRe 分類で”Watch”(耐性化が懸念さ

れるため限られた適応に使うべき薬)に分類され

ている。本研究の結果は、供給停止期間中にセフ

ァゾリンの代わりに広域スペクトラムの抗菌薬が

使用されたことを意味し、これらは抗菌薬耐性を

促進する可能性があり、抗菌薬適正使用にマイナ

スの影響を与えた。 
注射抗菌薬の患者 1 日当たりのコストは、供給

不足の病院では対照群と比較して大きな変化はな

かった。これは、セファゾリンとその代替品が比

較的低価格であり、注射抗菌薬全体に占めるこれ

らの抗菌薬のコストの割合が小さいため、セファ

ゾリンから代替品への置き換えが全体のコストに

与える影響はわずかだったことを意味しているの

かもしれない。商業的なインセンティブがないた

め、製薬会社は海外生産に依存するようになり、

日本における抗菌薬不足の一因となる可能性があ

る。抗菌薬不足の原因は他にも数多くあり、非効

率的な予見システム、政策や規制プロセスに関す

る問題、医薬品有効成分やその他の必須材料の単

一供給源などがある。個々の病院やメーカーの努

力だけでは、これらの抗菌薬不足の根本的な原因

や関連する問題に対処することはできないため、

抗菌薬を安定的に入手するための計画や規制に国

が関与することが必要である。臨床的に重要な抗

菌薬の供給源を複数確保し、メーカーに財政的イ

ンセンティブを与えることで抗菌薬資源の国内生

産を発展させることが重要である。国レベルの不

足に対しては、政府は必須抗菌薬の需要予測を改

善し、開発する必要がある。 
 
＜小括＞分割時系列解析では対照群（セファゾ

リン不足なし病院）に比べ、セファゾリン不足病

院ではより広域のβ-ラクタム薬とクリンダマイ

シンの使用が増加した。 
 
2) 【診療報酬改定の影響】 

 
本研究では、以下の知見が示された。1）2018 年

に待機的 PCI の診療報酬改定が行われた後、ITS
分析により、診療報酬改定の前後で 1 か月あたり

の待機的 PCI施行件数が減少する傾向にあること

が明らかになった。 2）機能的虚血に対する検査

では、FFR で評価される相対的な割合が増加し、

核医学検査や運動負荷心電図の使用割合は相対的

に減少した。3）待機的 PCI 施行症例の院内死亡

率は、研究調査期間を通して横ばいであった。こ

れらの結果は、1）待機的 PCI に対する診療報酬

改定を通じた政策的介入が待機的PCI施行件数の



削減につながること、2）虚血の客観的な検査とし

て、血管造影中に FFR を行うことが、本邦の診療

において主な診断手法となっていることを示して

いる。3）待機的 PCI への診療報酬改定を通じた

政策的介入は院内死亡率の悪化にはつながらなか

った。 
診療報酬の政策変更と待機的 PCI施行件数の変

化が関連しているという知見は、待機的 PCI 症例

が即時的に減少したという米国での事例研究とは

相違がみられる。今回の研究で政策変更と待機的

PCI 施行件数の即時的な削減の影響が確認できな

かった理由として、待機的 PCI の適応選択を正当

化するために、主観的な症状に基づく意思決定が

増加した可能性がある。米国での事例では，適切

性基準（AUC：appropriate use criteria）を満た

さない待機的 PCI に対してはメディケア/メディ

ケイドの支払いを認めない可能性がある、という

通達が出た後に待機的PCI施行数が激減していた。

今回の診療報酬改定では 1）90％以上の狭窄を有

する病変、安定した労作性狭心症の原因となりう

る 75％以上の狭窄を有する病変（他に有意な狭窄

病変が認められない場合に限る）という二つの算

定用件も整備されている。このような主観的な評

価に基づく待機的 PCI施行の影響が海外の事例と

の違いに繋がった可能性はある。 
待機的 PCIの治療適応の判断に虚血の客観的な

検査として FFR の施行割合が増加していた。カテ

ーテル検査を利用して施行される侵襲的な検査手

技である FFR を行うことが本邦において主要な

診断手法の一つとなってきている。その一方で

FFRは狭窄病変の圧測定のためのプレッシャーワ

イヤーの通過や虚血評価に必要な負荷の為の薬剤

投与、といった手技に伴う有害事象も頻度は低い

ながら懸念される。本研究では政策介入後の探索

的解析の一つとして調査した院内死亡率増悪、変

化は認めなかった。ただし生命を脅かすような重

篤な合併症以外について詳細まで検討は出来てい

ないものと考えられる。この点は手技に伴う合併

症のリスクについても死亡に至らないような出血

や不整脈、心血管事故の発症といった手技関連合

併症の検索が将来的な課題として挙げられる。 
待機的 PCI は、安定狭心症患者のベネフィット

を最大化し、潜在的な合併症を最小化する必要が

ある。そのためには、適切な虚血評価を行ったう

えで待機的PCIの適応を検討することが不可欠で

ある。心血管医療においては、治療適応を適切に

評価し患者にとって最適な治療法を選択する必要

がある。このことは、政策的介入の慎重な実施の

必要性と、政策変更が導入された後の結果の監視

と研究の必要性を強調するものである。指標を特

定することは、政策立案者が適切な政策を特定し、

政策介入の効果を監視する上で役立つ。待機的

PCI の適切な施行のための質の高い介入を広める

ことで、個人的および集団的な変化を可能にする

ためには、学会を始めとする専門家集団の活性化

が必要である。 
＜小括＞待機的 PCIへの診療報酬改定による本邦

の政策変更は、1 か月あたりの待機的 PCI 施行件

数の減少傾向につながっていた。今後は政策介入

後の適切な待機的 PCIの実施内容を評価するため

に、個々の患者における疾患背景、病変形態、機能

的虚血に基づいた診療内容の質の高い適切な待機

的 PCI の実施を評価することが必要である。 
 
3) 【COVID-19 流行期の集中治療】 

 
第２波以降の患者数の減少が第１波より小さか

った理由は、医療従事者が第１波の教訓を生かし

たことが考えられた。初期に人工呼吸器を行う患

者がほかの治療を行う患者より大きく減少したこ

とは、COVID-19 の重症患者の治療により、人工

呼吸器のキャパシティが消費されてしまったこと

が考えられる。院内標準化死亡比が変化しなかっ

たことは、日本の集中治療の医療の質が、COVID-
19 の流行により悪化しなかったことを示唆して

いる。 



＜小括＞過去の期間に比較すると、COVID-19 で

ない ICU 入室患者の数は、COVID-19 の流行期間

中、持続して低下していた。患者数の減少は、他の

治療を実施している者に比較し、人工呼吸器を初

期に実施している者が多かった。COVID-19 でな

い患者の院内標準化死亡比は流行のどの波におい

ても、変化していなかった。 
 
4) 【誤嚥性肺炎の予後】 

 
本予測モデル、ノモグラムの強みは全国規模の

多施設データに基づいていること、予測変数に入

院翌日までに得られる患者特性を用いていること

である。本ノモグラムにより自宅または高齢者施

設に退院できる可能性が低いと予測される患者に

は、最短で入院翌日に退院調整を開始することが

できる可能性がある。入院前と異なる場所に退院

した誤嚥性肺炎患者の栄養状態や身体機能は低く、

低い栄養状態・身体機能は、6 ヵ月～1 年後の死亡

と関連していたと報告されている。高齢者施設か

ら入院した症例の予測モデルの C 統計量が自宅か

ら入院した症例より低かったのは、高齢者施設か

ら入院した症例のベースライン特性の組み合わせ

が類似していたためと考えられる。本ノモグラム

により入院前と異なる場所に退院する可能性の高

い患者・家族には、終末期ケアについて医療従事

者との相談が必要である可能性が高いと考えられ

る。 
＜小括＞全国規模の入院患者データを用い、誤嚥

性肺炎の高齢患者における入院翌日までの特性に

基づく自宅または施設退院を予測する新たなモデ

ル・ノモグラムを開発し検証した。本モデルとノ

モグラムは退院調整の早期開始に資する可能性が

ある。 
 
5) 【病院の QI】 

 
全国の病院について医療の質の指標の比較が

行えた。 
医療の質の指標はほかと比べて大きく差があ

る場合など、各自の病院での診療を見直すきっ

かけとするツールとなる。ただし、指標の定義

も継続的に見直が必要であり、計測結果は成績

や優劣を示すものとしてとらえるのではない、

改善のきっかけのためのツールであるという認

識が重要である。 
 
Ｅ．結論 

 
全国規模の DPC データを用い、た。 

 
Ｆ．健康危険情報 
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